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１．目的及び適用範囲
１．１　目的

この内部統制マニュアルは、株式会社オートパーツ（以下当社という）で行う企業活動が、関連する法令等に定められた事項を順守し、財務報告の信頼性の確保、資産の保全、業務の有効性及び効率性の向上を確実に行うための体制を整備・運用するとともに、その継続的改善を行うことを目的とする。
　１．２　適用範囲

この内部統制マニュアルは、当社が関連する法令等に定められた事項を順守するために関連する事業拠点及び業務、それに関わる社員，臨時社員及び当社サイト内で当社の業務を行う派遣社員に適用する。
詳細な適用範囲については、「4.3.1　評価範囲」にて示す。
　　


２．作成の基準及び用語の定義
2．1 　作成の基準

法令：金融商品取引法


　　会社法


　　財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する内閣府令

指針または基準：「財務報告に係わる内部統制の評価及び監査に関する実施基準（案）」
2．2 　用語の定義

EMSに関する用語の定義は、原則としてISO14001に準じる。

以下に当社独自に用いる用語を定義する。

（１）管理責任者

本システムの管理責任を負い、4.4.1に基づいて社長から任命される責任者をいう。

（２）部署責任者

4.4.1に示す内部統制管理組織の各部署を管理する責任者をいう。

（３）社員

当社と正式な雇用契約を結んだ従業員をいう。

（４）臨時社員

当社と短期的な雇用契約を結び，当社の業務を遂行する人をいう。
（５）派遣社員

株式会社○○より，派遣され，当社のサイト内で，当社業務を行う人をいう。
（６）関係者

社員，臨時社員及び派遣社員の総称。

（７）内部統制の目的

Ⅰ：業務の有効性・効率性、Ⅱ：財務報告の信頼性、Ⅲ：法令順守、Ⅳ：資産の保全、から成る（COSOの目的にはⅣは含まれない）。
（８）COSO（コソ）

トレッドウェイ委員会支援組織委員会(The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission)。
（９）COSOの基本要素

①統制環境、②リスクの評価と対応、③統制活動、④情報と伝達、⑤モニタリング、から成る。
（10）内部統制の基本要素

上記（８）の基本要素に⑥ITへの対応、を加えたもの。
（11）業務記述書
取引の開始から最終的な総勘定元帳への記帳、報告に至るまでの一連の業務の流れを文書化したもの。業務記述書には管理方針や職務分掌の内容も含まれる。
（12）フローチャート
取引の開始から最終的な総勘定元帳への記帳、報告に至るまでの一連の業務の流れを視覚的にフローチャートで示したもの。
（13）リスクコントロールマトリクス（RCM）

業務プロセスに関連する統制手続きについて、達成されるべき統制上の要点、想定されるリスク、対応する統制手続を一覧表としてまとめたもの。

（14）アサーション
「適切な財務諸表を作成するための要件」で、言い換えると、もしコントロールがなければ、財務諸表においてこれらの要件の内、どこが影響を受けるかを示すものである。日本語では、“監査要点”とも言われる。

アサーションには６つの要件があり、それぞれの項目及び関連するリスクは以下のようになる。
①発生・実在性(Existence)
資産、負債もしくは取引が発生・実在していること
②網羅性(Completeness)
資産、負債もしくは取引が網羅的に全て計上されていること

③権利と義務の帰属(Rights and obligations)
資産に対する権利と負債に関する義務が会社に帰属していること
④評価の妥当性(Valuation)
資産と負債が会計基準に従って適切に（時価又は原価で）評価されていること

⑤期間帰属の適正性・適時性(Allocation)
取引が適切な報告期間に計上されていること

⑥表示の妥当性(Presentation and Disclosure)
報告方式や表示科目が妥当であること

（15）予防的コントロール

処理の誤りや不正を未然に防ぐ効果を期待して、業務処理の完了以前に実施されるコントロール。または抑止力的に実施されるコントロール
（16）発見的コントロール

処理の誤りや不正を発見するために、事後的に実施されるコントロール。
（17）システムコントロール

ID・パスワードによる制限等、自動化されたコントロール

（18）マニュアルコントロール

担当者による確認、管理者による承認行為等、手動によるコントロール

３．内部統制マニュアルの管理
（1） 内部統制マニュアル（以下：マニュアル）は管理責任者が作成し、内部統制委員会で審議し、社長が承認する。

（2） 配付管理は，「文書管理台帳」に従い，管理責任者が実施する。

（3） 本マニュアルの原本は内部統制事務局が保管する。

（4） 本マニュアルの無断コピーは厳禁とする。

（5） 利害関係者からの要請により社外に開示する場合は、管理責任者の承認を得て行う。この場合は、管理外文書の押印を行ない識別して取り扱う。

（6） 本マニュアルを改訂（変更を含む）する場合は、管理責任者が改訂案を作成し、内部統制委員会で審議し、社長が承認する。

（7） マニュアルの発行・改訂に関する実務は内部統制事務局が担当する。

関連文書：「文書管理台帳」







































１）評価対象とする事業拠点


・本社を含む各事業拠点の売上高の高い拠点から合算


・連結ベースの売上高等の一定割合を概ね2／3程度として、拠点を含める


・関連会社は連結ベースに含まれないことから、財務諸表に対する影響の重要性を勘案し決定する


・上記以外の拠点についても、業務内容の重要性を勘案し含める必要がある（例：金融取引、デリバティブなど）


根拠：「財務報告に係わる内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係わる内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）（案）」（平成19年　月　日企業会計審議会）P71


「財務報告に係わる内部統制の評価及び監査に関する実施基準（案）」P36





２）評価対象とする業務プロセス


・１）で選定した事業拠点における、企業の事業目的に大きく係わる勘定科目（例えば、売上、売掛金及び棚卸資産）に至る業務プロセスは原則として、全てを評価対象とする


・ただし、重要な事業拠点が行う重要な事業又は業務との関連性が低く、財務報告に対する影響の重要性も僅少である業務プロセスについては、評価対象としないことができる


・棚卸資産に至る業務プロセスには、販売、在庫管理、棚卸、購入、原価計算等のプロセスが関連するが、どこまでを評価対象とするかはリスクが的確に捉えられるよう、適切に判断


・それ以外の勘定科目についても、重要な勘定科目を含める必要がある（例：引当金、固定資産の減損損失、繰延税金資産（負債）など）


根拠：１）と同じ





※事業拠点と業務のマトリクス表


※勘定科目と業務のマトリクス表
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